
国東市 統⼀的な基準による財務書類4表（令和6年度決算）

対象とする会計範囲
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資産 ︓学校や道路等の将来世代に引き継ぐ社会資本や、
投資、基⾦等将来現⾦化することが可能な財産の総額。
負債 ︓地⽅債の残⾼や退職⼿当引当⾦などの総額。将
来世代が負担する⾦額。
純資産︓公共施設整備の財源として受けた補助⾦や地⽅
税等の総額。これまでの世代が負担してきた⾦額。

貸借対照表とは
貸借対照表は、会計年度末に保有している資産と、

その資産を取得するために使ったお⾦の調達⽅法を
表しています。現⾦の収⽀に注⽬するこれまでの決
算書では把握することができなかった、財産や負債等
これまでの資産形成の結果を知ることができます。

本市の現状
これまでに本市では、104,936,011千円の資産

を形成してきています。そのうち、純資産である
81,190,620千円はこれまでの世代が負担してきた
⾦額であり、負債である23,745,391千円は将来の
世代が負担していくことになります。

①貸借対照表
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統⼀的な基準に基づく財務書類は、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間ですべての地⽅公共団体に
おいて作成するように要請されています（平成27年1⽉23⽇付総務⼤⾂通知 「統⼀的な基準による地⽅公会計の整
備促進について」より）。
これを受け、本市では平成28年度決算より統⼀的な基準による財務書類4表（貸借対照表、⾏政コスト計算書、純

資産変動計算書、資⾦収⽀計算書）を作成しています。

統⼀的な基準では、「連結財務書類」の作成につい
ても求められています。その対象となる会計は、地⽅公
共団体の⼀般会計のみならず、公営企業会計をはじ
めとする特別会計、⼀部事務組合・広域連合、地⽅
三公社、第三セクター等を含めることとなっています。
本市における対象会計は、右表のとおりです。

純資産⽐率 77.37%
資産総額に占める純資産の割合です。現世代でど

のくらい既に⽀払ったかを⽰す指標です。
（純資産⽐率＝純資産合計81,190,620千円÷資産総額

104,936,011千円）

会計区分 会計名称 連結区分
⼀般会計
国東市⽴国東⾃動⾞学校特別会計
⽔道事業特別会計
⼯業⽤⽔⽤事業特別会計
市⺠病院事業特別会計
下⽔道事業特別会計
国⺠健康保険事業特別会計
介護保険事業特別会計（保険事業勘定）
介護保険事業特別会計（サービス事業勘定）
後期⾼齢者医療事業特別会計
宇佐・⾼⽥・国東広域事務組合
⼤分県消防補償等組合
⼤分県交通災害共済組合
⼤分県市町村会館組合
⼤分県後期⾼齢者医療広域連合（⼀般）
⼤分県後期⾼齢者医療広域連合（事業）
⼟地開発公社
（財）国東市農業公社
くにみ農産加⼯（有）

⼀般会計等 ⼀般会計等財務書類

第三セクター等

連結財務書類

全体財務書類

公営事業（その他）

関係する⼀部
事務組合

公営企業（法適⽤）

（単位︓千円）
科　⽬ ⾦　額 科　⽬ ⾦　額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 97,670,801 固定負債 20,618,990
　有形固定資産 81,522,843 　地⽅債 18,247,535
　　事業⽤資産 31,838,530 　⻑期未払⾦ -
　　インフラ資産 49,328,774 　退職⼿当引当⾦ 2,371,455
　　物品 355,539 　損失補償等引当⾦ -
　無形固定資産 750 　その他 -
　投資その他の資産 16,147,208 流動負債 3,126,401
　　投資及び出資⾦ 5,971,603 　１年以内償還予定地⽅債 2,661,726
　　投資損失引当⾦ - 　未払⾦ -
　　⻑期延滞債権 145,218 　未払費⽤ -
　　⻑期貸付⾦ 55,650 　前受⾦ -
　　基⾦ 9,978,691 　前受収益 -
　　徴収不能引当⾦ △ 3,955 　賞与等引当⾦ 279,849
流動資産 7,265,210 　預り⾦ 184,620
　　現⾦預⾦ 1,272,725 　その他 206
　　未収⾦ 21,553
　　短期貸付⾦ - 負債合計 23,745,391
　　基⾦ 5,971,661 【純資産の部】
　　棚卸資産 - 　固定資産等形成分 103,642,462
　　その他 - 　余剰分（不⾜分） △ 22,451,842
　　徴収不能引当⾦ △ 729 純資産合計 81,190,620

資産合計 104,936,011 負債及び純資産合計 104,936,011

⼀般会計等

※財務書類より主要科⽬を抜粋しています。また、単位未満を四捨五⼊しているため、⾦額が⼀致しない場合があります。



⾏政コスト計算書とは
⾏政サービスを提供する際に発⽣する⽀出のうち、資産の取得（⼟

地や建物の購⼊等）にかかわらない⽀出と、⾏政サービスの対価として
得られた収⼊を計上しています。
本市の現状
経常費⽤が経常収益を上回っていますが、これは⾏政コスト計算書

の収⼊には⾏政サービスの直接的な収⼊のみを計上しているためです。
経常収益から経常費⽤を引いた純経常⾏政コストは、

21,225,507千円になります。これに臨時損失と臨時利益の差額を
加えた純⾏政コストは、 21,077,745千円となり、この不⾜分は、市
税、地⽅交付税や国・県補助⾦等の財源で賄っています。

②⾏政コスト計算書

③純資産変動計算書

純資産変動計算書とは
貸借対照表の純資産の部について、増加
要因と減少要因を計上し、純資産が1年間
でどのように変動したのかを⽰しています。
本市の現状
純資産の増加要因には、⾏政サービスの

対価として⽀払われる以外の収⼊（税収や
国県からの補助⾦等）があり、減少要因に
は、⾏政コスト計算書で算出される純⾏政コ
ストや有形固定資産及び貸付⾦・基⾦の減
少があります。
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⼈件費 ︓職員給与や議員報酬、退職給付費⽤（当年度に退職⼿当引当⾦として繰⼊した額）等の総額。
物件費等︓備品購⼊費や消耗品費、委託料、施設の維持補修に係る経費、減価償却費等の総額。
その他の業務費⽤︓⽀払利息、外郭団体の営業外費⽤等の総額。
移転費⽤︓住⺠への補助⾦、社会保障給付等の総額。
経常収益︓使⽤料や⼿数料、財産貸付収⼊、現⾦利⼦、雑⼊等の総額。
臨時損失︓災害復旧に要した費⽤、資産除売却によって発⽣した損失等の総額。
臨時利益︓資産の売却によって得た利益等の総額。

財源 ︓市税、地⽅交付税や分担⾦・負担⾦といった税収等の⾦額と国や県からの補助⾦の総額。
固定資産等の変動︓公共施設等の有形固定資産及び貸付⾦・基⾦の増減内訳。
資産評価差額︓有価証券等の評価差額。
無償所管換等︓無償で譲渡または譲受した固定資産の評価額等の総額。

住⺠⼀⼈当たり⾏政コスト 848千円
（住⺠⼀⼈当たり⾏政コスト＝純⾏政コスト21,077,745千円÷⼈
⼝24,863⼈【令和7年3⽉末時点の⼈⼝】）

科　⽬ ⾦　額
　経常費⽤ 21,969,532
　　業務費⽤ 13,002,282
　　　⼈件費 4,193,397
　　　物件費等 8,534,454
　　　その他業務費⽤ 274,432
　　移転費⽤ 8,967,250
　　　補助⾦等 4,650,629
　　　社会保障給付 3,063,268
　　　他会計への繰出⾦ 1,232,162
　　　その他 21,190
　経常収益 744,025
　　使⽤料及び⼿数料 318,668
　　その他 425,357
純経常⾏政コスト 21,225,507
　臨時損失 568,675
　臨時利益 716,437
純⾏政コスト 21,077,745

四捨五⼊しているため、⾦額が⼀致しない場合があります。

⼀般会計等
（単位︓千円）

※財務書類より主要科⽬を抜粋しています。また、単位未満を

合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不⾜分）

　前年度末純資産残⾼ 82,592,779 104,956,351 △ 22,363,572
　純⾏政コスト △ 21,077,745 △ 21,077,745
　財源 19,692,052 19,692,052
　　税収等 15,476,382 15,476,382
　　国県等補助⾦ 4,215,671 4,215,671
本年度差額 △ 1,385,693 △ 1,385,693
　固定資産等の変動（内部変動） △ 1,297,423 1,297,423
　　有形固定資産等の増加 2,663,969 △ 2,663,969
　　有形固定資産等の減少 △ 4,089,456 4,089,456
　　貸付⾦・基⾦等の増加 1,880,530 △ 1,880,530
　　貸付⾦・基⾦等の減少 △ 1,752,466 1,752,466
　資産評価差額 6,983 6,983
　無償所管換等 △ 23,450 △ 23,450
　その他 - - -
本年度純資産変動額 △ 1,402,159 △ 1,313,889 △ 88,270
本年度末純資産残⾼ 81,190,620 103,642,462 △ 22,451,842

⼀般会計等
（単位︓千円）

科　⽬

※財務書類より主要科⽬を抜粋しています。また、単位未満を四捨五⼊しているため、⾦額が⼀致しない場合があります。



④資⾦収⽀計算書
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資⾦収⽀計算書とは
貸借対照表の現⾦が1年間でどのように変化したのかを表しています。

現⾦の使いみちによって、「業務活動収⽀」「投資活動収⽀」「財務活動
収⽀」の3区分に分け、どのような⾏政活動にいくら使ったのかを⽰していま
す。
本市の現状
資⾦収⽀計算書から算出したプライマリーバランスの額は、△980,207

千円となっています。今後の財政運営において、収⼊の⾒積りとそれに⾒
合う収⽀のバランスを考慮していくことが必要です。

業務活動収⽀︓⾏政サービスを⾏う中で、毎年継続的に収⼊・⽀出さ
れる⾦額。
投資活動収⽀︓学校、道路等の公共施設や投資、貸付⾦などの収
⼊・⽀出等の⾦額。
財務活動収⽀︓地⽅債等の借⼊・償還等の⾦額。
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基礎的財政収⽀（プライマリーバランス） △980,207千円
⾃治体の基礎的な財政⼒を⽰します。具体的には、基本的な地⽅税

や使⽤料などの収⼊及び建設事業に充てられる国や県の⽀出⾦の合計
（業務活動収⽀から⽀払利息⽀出を除いた⾦額）と、⾏政サービスを
提供するために必要な費⽤及び公共施設等を整備するために係る費⽤
（投資活動収⽀）を差し引きした⾦額のことです。

（基礎的財政収⽀＝業務活動収⽀577,832千円+⽀払利息⽀出50,167千円+投

資活動収⽀△1,307,698千円+基⾦積⽴⾦⽀出1,431,426千円-基⾦取崩収⼊

1,731,934千円）

財
務
書
類
の
分
析

財務書類の分析
住⺠⼀⼈当たり資産額 4,221千円
住⺠⼀⼈当たりの資産額を⽰します。

（住⺠⼀⼈当たり資産額＝貸借対照表 資産総額
104,936,011千円÷⼈⼝24,863⼈【令和7年3⽉末時点
の⼈⼝】）

住⺠⼀⼈当たり負債額 955千円
住⺠⼀⼈当たりの負債額を⽰します。

（住⺠⼀⼈当たり負債額＝貸借対照表 負債総額
23,745,391千円÷⼈⼝24,863⼈【令和7年3⽉末時点
の⼈⼝】）

有形固定資産減価償却率 72.14%
償却資産（建物、⼯作物）の取得価額に対する減価償却累計額の割合を求めることで、償却の進⾏度合

いを表します。有形固定資産減価償却率が⾼いほど建て替えや改修などのコストがかかる時期が近いことを⽰し
ます。
（有形固定資産減価償却率＝減価償却累計額 186,254,930千円÷貸借対照表 償却資産 258,189,862千円）

科　⽬ ⾦　額
【業務活動収⽀】
　業務⽀出 17,917,390
　　業務費⽤⽀出 8,950,140
　　移転費⽤⽀出 8,967,250
　業務収⼊ 18,858,661
　　税収等収⼊ 14,446,149
　　国県等補助⾦収⼊ 3,672,476
　　使⽤料及び⼿数料収⼊ 317,698
　　その他の収⼊ 422,338
　臨時⽀出 475,346
　臨時収⼊ 111,907
業務活動収⽀ 577,832
【投資活動収⽀】
　投資活動⽀出 4,511,602
　　公共施設等整備費⽀出 2,663,969
　　基⾦積⽴⾦⽀出 1,431,426
　　投資及び出資⾦⽀出 414,406
　　貸付⾦⽀出 1,800
　　その他の⽀出 -
　投資活動収⼊ 3,203,904
　　国県等補助⾦収⼊ 431,288
　　基⾦取崩収⼊ 1,731,934
　　貸付⾦元⾦回収収⼊ -
　　資産売却収⼊ 18,804
　　その他の収⼊ 1,021,878
投資活動収⽀ △ 1,307,698
【財務活動収⽀】
　財務活動⽀出 2,719,940
　　地⽅債償還⽀出 2,719,587
　　その他の⽀出 354
　財務活動収⼊ 3,895,668
　　地⽅債発⾏収⼊ 3,895,668
　　その他の収⼊ -
財務活動収⽀ 1,175,728
本年度資⾦収⽀額 445,861
前年度末資⾦残⾼ 642,243
本年度末資⾦残⾼ 1,088,105

前年度末歳計外現⾦残⾼ 195,712
本年度歳計外現⾦増減額 △ 11,092
本年度末歳計外現⾦残⾼ 184,620
本年度末現⾦預⾦残⾼ 1,272,725

四捨五⼊しているため、⾦額が⼀致しない場合があります。

⼀般会計等
（単位︓千円）

※財務書類より主要科⽬を抜粋しています。また、単位未満を



期首純資産残高

当期変動高

【内訳】

純行政コスト 経常行政コスト

一般財源等 【内訳】

その他
人にかかるコスト

職員の給与・退職手当など

期末純資産残高 物にかかるコスト
物品購入・光熱水費・施設などの修繕費・減価償却費など

移転支出的なコスト
児童手当や生活保護費などの社会保障給付・

各種団体への補助金・繰出金

【内訳】

公共資産
道路・公園・学校・庁舎など

期首資金残高

投資等 経常収益
基金・出資金・長期延滞債権など

当期収支

流動資産
【内訳】

現金・預金・財政調整基金・市税未収金など
業務活動収支

（ うち現金預金 ）
投資活動収支

財務活動収支 純行政コスト

期末現金預金残高

地方債の利子など

14.6 億円

行政サービスの利用で市民の皆さんが直接負担する施設使
用料や手数料など
（臨時利益含む）

—

1年間の市の現金の歳入（収入）と歳出（支出）が、どのような
理由で増減しているかを性質別に分類して整理したものです。

0.0 億円

89.7 億円

8.4 億円

資金収支計算書

その他のコスト（臨時損失含む）

令和6年度
国東市財務諸類４表の相互関係（一般会計等）

41.9 億円

825.9 億円

210.8 億円

経常行政コストから経常収益を差し引いた額

＝

12.7 億円

5.7 億円

△ 13.1 億円

11.7 億円

行政コスト計算書
市の行政活動は、福祉や教育などの人的サービスや給付サー
ビスの提供など、資産形成につながらない行政サービスが大きな
比重を占めています。
そのためのコスト（原価・費用）がいくらかかっているかを整理した
ものが「行政コスト計算書」です。

225.4 億円

85.4 億円

純資産変動計算書

196.9 億円

市の純資産（正味の資産）が、年度中にどのように増減したかを
示したものです。

△ 14.0 億円

負　債

237.5 億円

「貸借対照表（バランスシート）」とは、これまでの行政活動によって形成された道路や施設などの資産と、それらを
形成するために必要となった負債や資金との関係を示したもので、資産、負債、純資産の三つの要素から構成さ
れています。 ＝

＋

1,049.4 億円

資　産

△ 210.8 億円

貸借対照表（バランスシート）

811.9 億円

借金（市債）や将来の職員の退職金など、将来
世代の負担で、返済していく債務です。

811.9 億円
現世代がすでに負担していて、支払いが済んで
いる正味の資産です。

市が所有している財産の内容と金額です。

純資産

計

12.7 億円

計 1,049.4 億円 1,049.4 億円

4.3 億円

815.2 億円

161.5 億円

72.7 億円

8.4 億円

＝

＋
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